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評価調査結果要約表 
 

１．案件名 

国 名：カンボジア王国 

案件名：淡水養殖改善・普及計画（フェーズ2） 

Freshwater Aquaculture Improvement and Extension Project II（FAIEX-2）in Cambodia 

２．協力概要 

（1）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトは、北西部3州（プルサット、バッタンバン、シェムリアップ）において、

①種苗生産・養殖技術の改善、②養殖普及事業に係る普及員の能力強化、③種苗生産農家

の育成、④小規模増養殖活動の展開、⑤種苗生産農家ネットワークの強化・広域化を進め

ていくことにより、小規模養殖農家による養殖生産量が増加することをめざした協力であ

る。 

（2）協力期間：2011年2月～2015年2月（4年間）（予定） 

（3）協力総額（日本側）：約3億5,800万円 

（4）協力相手先機関：農林水産省水産局（Fisheries Administration：FiA）、州水産局 

（5）国内協力機関：なし 

（6）裨益対象者及び規模： 

対象州の小規模養殖農家：約3,000戸（1,000戸×3州） 

対象州の種苗生産農家：39戸（13戸×3州） 

３．協力の必要性・位置づけ 

（1）現状及び問題点 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）では、約80％の労働人口が漁業を含む農

業分野に従事しており、その生計をコメに依存している。しかし、灌漑施設が不十分であ

ることや、洪水や旱魃が頻発することなどから、農家の生計の多角化が重要な課題となっ

ている。 

カンボジアは、国民1人当たりの年間魚類消費量が52.4㎏と世界で4番目の高さを誇り、特

に淡水魚は最も容易に入手できるタンパク源の1つであり、国民は動物性タンパク質摂取の

75％を水産物に依存しているといわれている。また、作物や現金収入源の多様化といった

観点からも、水田、水路、溜め池などを利用した小規模養殖に対する関心は高い。しかし、

国内では安定的な養殖種苗を供給する業者は少なく、その多くを周辺国からの輸入に依存

している。また、農村地域では養殖の伝統がないため、飼育のノウハウと養殖用種苗の不

足が農家の養殖実践の妨げになっていた。 

このような状況にかんがみ、カンボジアは、国家戦略開発計画（National Strategic 

Development Plan：NSDP）（2009～2013）において、貧困住民の水産資源に対する持続的な

アクセスの確立による、食料確保、栄養改善、収入源・生計手段の確保などの観点から、

養殖技術普及を重視し、各種施策を展開している。 

JICAは、これらのカンボジアによる努力を支援するため、2005年2月～2010年2月までの5

年間、南部4州（プレイベン・タケオ・コンポンスプー・カンポット各州）で小規模養殖を

普及させることを目的とした技術協力プロジェクト「淡水養殖改善・普及計画（以下、「フ

ェーズ1」と記す）」を実施した。同プロジェクトでは、種苗生産農家を重点的に育成し、

農家から農家への養殖技術の普及を行うアプローチ（Farmer-to-farmerアプローチ）により、

対象村落の状況に適合した技術が農民の間で急速に拡大し、当初プロジェクト目標として

掲げていた、養殖技術を行う小規模農家数4,400戸を達成しプロジェクトが終了した。しか
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しながら、フェーズ1のプロジェクトが対象とした地域は協力開始時点から養殖環境が他の

地域に比べて整っていたことから、他の地域への成果の普及をより確実にするためには、

上記のアプローチの更なる改善が必要であった。 

カンボジアは、フェーズ1の成果を活用しつつ、貧困度がより高く養殖環境が異なる北西

部において、自然及び社会環境に適した養殖技術の開発・改良及びその技術を全国的に普

及させていくため、本プロジェクトを要請した。 

 

（2）相手国政府の国家政策上の位置づけ 

「NSDP（2009～2013）」では、同開発計画の基本開発コンセプトである四辺形戦略（農

業開発、インフラ整備、民活雇用創出、人材育成）の一辺を担う重点戦略として「農業開

発」を掲げている。その構成要素の1つは「漁業改善」であり、国民の貧困緩和及び食糧安

全保障をめざして、持続可能な方法で水産資源の管理・保全・開発を進めるとともに、漁

民を含む国民の生計及び国家の繁栄を維持することが謳われている。増養殖開発に関して

は、水産資源を保全するためにも重要であるため、カンボジアは、養殖農家に技術的な支

援や種苗の提供などを施すことが強調されている。また、「カンボジア水産開発行動計画

2010～2012（Fisheries Development Action Plan 2010～2012）」では、持続可能な養殖及び水

産資源開発・保全を通じた食糧安全保障及び収入創出の強化をめざしている。 

 

（3）わが国援助政策との関連及びその位置づけ 

本プロジェクトは、対カンボジアの国別援助計画の重点分野「持続的な成長と安定した

社会の実現」の開発課題「農業・農村開発」に合致し、魚養殖を含む家畜飼育、野菜栽培

などの導入・普及による総合的な農業の生産性向上、多角化と、加工・流通の改善による

付加価値向上による国内販売及び近隣国への輸出の機会創出をめざす「農業普及・流通改

善プログラム」に位置づけられる。 

４．協力の枠組み 

（1）協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値1 

【プロジェクト目標】 

対象州において、小規模養殖の生産量が増加する。 

【指標】 

各対象州における養殖生産量2 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

【上位目標】 

対象州において、小規模養殖農家の家計が改善される。 

【指標】 

対象州における小規模農家の平均収益3及び平均貯蓄4額 

 

 

                                            
1 指標や目標値の設定は、プロジェクト開始後 2 カ月以内をめどに行う。 
2 養殖生産量の増加分は、（1）プロジェクトから影響を受けた既存養殖農家による生産量の増加分と（2）新規養殖農家による生産量

を加算したものである。 
3 「収益」は、「養殖魚による販売収入」から「生産コスト」を引いたものである。 
4 ここでいう「貯蓄」とは、市場で魚の購入にあてていた家計の出費が、養殖魚の自家消費によって節約される家計のキャッシュ・

フローのことである。つまり、「かつて魚の購入にあてた家計の出費」から「現在の魚の購入にあてる家計の出費」を引いたもので

ある。 
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（2）アウトプットと活動 

① 【アウトプット1】 

小規模の種苗生産・養殖技術が改善される。 

【アウトプット1の指標】 

1）実証試験を通じて改良された技術の件数、2）種苗生産・養殖技術のマニュアルが

策定される 

【活動】 

・ 指標の設定に必要なベースライン調査を実施する。 

・ 小規模の種苗生産・養殖技術に関する課題を明確化する。 

・ 種苗生産・養殖技術の改良を行う。 

・ 改良された技術の実証試験を行う。 

・ 改良された種苗生産・養殖技術のマニュアルを作成する。 

② 【アウトプット2】 

養殖普及事業に係る地方行政の能力が強化される。 

【アウトプット2の指標】 

1）地方普及員の養殖技術や普及方法に係る理解度が平均で××点上がる、2）地方普及

員の指導力に関する種苗生産農家の満足度 

【活動】 

・ 地方普及員の役割や業務内容を確認し、整理する。 

・ 地方普及員を対象とした養殖技術・普及方法に関する研修を実施する。 

・ プロジェクト活動を通じて得られた養殖普及活動を分析し、養殖普及要領及び優

良普及事例集を策定する。 

③ 【アウトプット3】 

種苗生産農家が育成される。 

【アウトプット3の指標】 

1）4魚種5以上の種苗生産を行える農家数、2）種苗生産量 

【活動】 

・ 対象とするコミューン6及び種苗生産農家を選定する。 

・ 種苗生産農家を対象とした種苗生産に関する研修を実施する。 

・ 種苗生産活動に対し実地指導を含む支援を行う。 

④ 【アウトプット4】 

対象州において、小規模増養殖活動が普及する。 

【アウトプット4の指標】 

1）指導者研修（TOT研修）の実施回数、2）農民間研修に参加した小規模農家農民数、

3）共有池事業に関与する小規模増養殖農家数 

【活動】 

・ 種苗生産農家を対象として、養殖技術に関するTOT研修を行う。 

・ 種苗生産農家が実施する小規模養殖農家を対象とした農民間研修（Farmer-to-farmer

研修）を支援する。 

・ 資源増殖のための共有池を選定し、共有池活動のモニタリングを通じ、共有池実

施マニュアルを策定する。 

                                                                                                                                              
5 魚種については、フェーズ 1 でその普及が確認された 4 魚種（ハクレン、コイ、プンティウス、ティラピア）。 
6 水産行政は、中央政府の FiA の地方出先機関として役割を果たす州レベルに設置されるカントンメンにその機能がほぼ集約されて

いるといえる。カントンメン・レベルの下には、更にディビジョン（県レベルと同等）及びサンカット（コミューン・レベルと同

等）という更に 2 つのレベルが存在する。 
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・ 農民及び地方普及員を対象として、小規模増養殖に関する広報活動を行う。 

⑤ 【アウトプット5】 

種苗生産農家のネットワークが強化・広域化される。 

【アウトプット5の指標】 

種苗生産技術、種苗生産・販売などに関する情報交換会の開催回数 

【活動】 

・ 対象3州における種苗生産農家ネットワークの確立へ向けた支援を行う。 

・ 各対象州で確立された種苗生産農家ネットワーク間の連携を支援する。 

・ フェーズ1・2で確立されたネットワーク間の連携を奨励する。 

 

（3）投入（インプット） 

① 日本側（総額約3億5,800万円） 

1）専門家：チーフ・アドバイザー/養殖普及、業務調整/養殖研修、種苗生産技術、親魚

養成・管理、養殖技術、餌料開発、資源増殖（共有池管理）、養殖設営管理など 

2）本邦研修及び/または第三国研修（年1回1カ月程度） 

3）現地国内研修 

4）タクビル種苗生産ステーションの改修 

5）機材供与 

6）現地活動費 

② カンボジア側 

1）カウンターパートの人材配置 

プロジェクト・ディレクター（FiA局長） 

プロジェクト・マネジャー（養殖開発部長） 

副プロジェクト・マネジャー（養殖開発部 次長） 

カウンターパート〔養殖開発部の技術担当者、FiAカントンメン事務所（上記注釈6

参照）の普及員、タクビル種苗生産ステーションの技術指導者/研究員〕 

2）プロジェクト実施に必要な執務室及び施設設備の提供 

3）養殖池の建設・整備にかかる費用 

4）その他 

（a）運営・経常費用、（b）電気、水道などの運用費、（c）その他 

 

（4）外部要因（満たされるべき外部条件） 

1）前提条件 

 対象州の農民から、プロジェクト活動に関する理解及び協力が得られる。 

2）プロジェクト目標達成のための外部条件 

 旱魃や洪水などを含む自然災害が、プロジェクト活動に甚大な影響を与えない。 

 深刻な魚病が発生しない。 

 周辺国からの種苗輸入が、自国の種苗供給バランスに甚大な影響を与えない。 

3）上位目標達成のための外部条件 

 養殖魚の売価が大きく下がらない。 

 

５．評価5項目による評価結果 

以下の視点から評価した結果、協力の実施は適切であると判断される。 
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（1）妥当性 

本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

 上記3の「（2）相手国政府の国家政策上の位置づけ」のとおり、食糧安全保障及び収入創

出の強化をめざした本プロジェクトの内容は、「NSDP（2009～2013）」及び「カンボジア

水産開発行動計画2010～2012」の内容に合致する。 

 上記3の「（3）わが国援助政策との関連及びその位置づけ」のとおり、本プロジェクトが

達成すべき目標は、「対カンボジア国別援助計画」の内容と整合している。 

 内水面水産資源の維持及び増殖を図ることは、農村の食料確保や栄養改善にとって必要

な課題である。また、農村に適した淡水養殖業を奨励することは、農民生業の多角化を

図って家計を安定させると考えられる。したがって、本プロジェクトを通じ、食料確保、

収入源・生計手段の確保、栄養改善をめざすことは、小規模養殖農家や種苗生産農家の

ニーズを満たすことにつながる。 

 フェーズ1（南部）に比較しフェーズ2が対象とする3州の農村地域（北西部）は、貧困度

が高く、また、養殖を普及させるために必要な既存池の数が少なく、普及のための前提

条件が十分に整っていない地域である。そのため、貧困度の高い地域に対し食料確保、

収入源・生計手段の確保、栄養改善をめざす本プロジェクトの実施の妥当性は高いとい

える。 

 

（2）有効性 

本プロジェクトは、以下の理由から有効性が見込まれる。 

 プロジェクト目標の達成に必要不可欠なアウトプットとして、①「小規模種苗生産・養

殖技術の改善」、②「養殖普及事業に係る地方行政の能力強化」、③「種苗生産農家の育

成」、④「小規模増養殖活動の普及」及び⑤「種苗生産農家ネットワークの強化・広域化」

の5つが設定されている。①に関しては、既存の技術開発拠点であるタクビル種苗生産ス

テーションを改修したうえで技術改良を行い、種苗生産農家及び小規模養殖農家で実証

試験を実施する。その改良された技術を用いて、②～④では3段階の技術移転を進める。

3段階の技術移転とは、①専門家→普及員、②普及員→種苗生産農家、③種苗生産農家→

小規模養殖農家（Farmer-to-farmer研修）への段階的な技術普及手法を指す。 

 ②については、各州の地方行政と水産行政の区分を整理し、地方普及員が養殖普及活動

を円滑に進めるためにどのような能力が求められるのかを明確化し、そのうえで地方普

及員の能力強化を図る。③に関しては、種苗生産農家を対象とした研修や孵化場の整備

を進めることによって、種苗生産農家の技術や知識を向上させる。④では、種苗生産農

家が、小規模養殖農家を対象とした農民間研修（Farmer-to-farmer研修）を実施するとと

もに、共有池活動に係る実施マニュアルを作成し、増養殖活動の展開を図る。⑤につい

ては、養殖活動の自立発展性を担保するために、育成された種苗生産農家が、種苗生産

技術や種苗生産・販売などに関する情報を共有できる環境を整備し、フェーズ1の対象地

域を含む対象州内での協力関係を構築する。このように、種苗生産及び養殖に係る技術

改良を行い、Farmer-to-farmerアプローチを含む3段階の技術移転を進めるとともに、種苗

生産農家ネットワークを強化することにより、プロジェクト目標の「小規模養殖生産量

の増加」を達成することが十分に見込まれる。 

 対象魚種については、フェーズ1でその普及が確認された4魚種（ハクレン、コイ、プン

ティウス、ティラピア）を選定することとしているため、基礎的な生態に関する情報が

蓄積されており、魚病等のリスクは低いと見込まれる。 
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（3）効率性 

本プロジェクトは、以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

 フェーズ1で開発・活用された人的・組織的リソースや技術（育成された人材、確立され

た種苗生産・養殖技術や種苗生産者ネットワーク、普及手法など）を有効かつ最大限に

活用7することにしている。具体的には、フェーズ1で育成された普及員や種苗生産農家

は、技術や普及手法に関するさまざまな知識・経験を習得していることから、指導者と

して効果的に活用し、また、フェーズ1で開発された技術や普及手法を踏襲し、基礎技術

の開発などに費やす投入の重複を避ける。 

 フェーズ1では、ベトナム、インドネシア、インドなどのリソースを活用して、第三国研

修及び第三国専門家派遣を積極的に進め、先端的な種苗・養殖技術の改良や農民間普及

手法などの面で大きな成果を上げた。効率化の観点からも、本プロジェクトでも第三国

専門家及び研修を積極的に活用することとしている。 

 

（4）インパクト 

本プロジェクトの実施によるインパクトは、以下のように予測される。 

 プロジェクト終了後、上位目標で掲げられている対象州での小規模養殖農家の家計8を改

善させるために、Farmer-to-farmer研修や種苗生産農家ネットワークを定着させる必要が

ある。このため、アウトプット4では、最初に種苗生産農家へのTOT研修があり、顧客で

ある小規模養殖農家を発見・獲得する重要な活動であるFarmer-to-farmer研修を実施する

ように計画されている。また、アウトプット5では、対象州ごとに種苗生産農家ネットワ

ークの確立を支援するとともに、ネットワーク間の交流を促すことにより、種苗生産・

販売活動の活性化を図ることとしている。このように、種苗生産・販売活動が活性化さ

れれば、協力期間終了後も小規模養殖農家による養殖活動が継続的に進められることが

期待できる。 

 フェーズ1を通じて、南部4州では種苗生産農家のネットワークが確立されている。本プ

ロジェクトでは、アウトプット5の活動として、対象3州で種苗生産農家ネットワークを

確立するとともに、南部と北西部の両ネットワーク間の連携を働きかける。一方、水産

局は、全国版の種苗生産農家ネットワークを構築する意向を有する。よって、本プロジ

ェクトで両ネットワーク間の連携モデルを示せれば、水産局主導による全国版ネットワ

ークの構築にも大きく寄与する。 

 

（5）自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性は、以下のとおり期待される。 

 カンボジアの行政体系（国－州－県－コミューン）及び水産行政の組織体系（FiA－カン

トンメン－ディビジョン－サンカット）の相互間で連携・協力して進めることが養殖活

動の継続性を高めるためには重要である。特に、コミューン投資ファンド（CIF）と呼ば

れるファンドが中央レベルからコミューンに対して配賦されており、養殖開発に高い優

先順位をつければ、それに必要な資金を確保することができる。したがって、養殖開発

の優先度が上げられるように、各コミューンへの啓発活動で養殖開発の重要性を認識さ

せることにより、資金が確保され、協力期間終了後も養殖開発に係る技術的な支援・指

導が継続的に進められることが期待できる。 

                                            
7 本調査のミニッツにおいて、その旨記載されている。 
8 特に、現金出費に関しては、かつて種苗の購入にあてていた家計の出費を節約することによって、養殖魚の販売による直接現金収

入以上に家計のキャッシュ・フローに余裕をもつことができると見込まれる。 
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 種苗生産農家が継続的に事業を展開するためには、種苗を販売できる市場を開拓するこ

とが必要である。周囲の小規模養殖農家を開拓するために、彼らへの研修を通じて養殖

技術を移転し、種苗を購入する新しい顧客として獲得することが、種苗生産農家にとっ

て事業継続上の要件となる。そのため、種苗生産農家から小規模生産農家への普及研修

により種苗の生産・販売活動を活性化させることができれば、プロジェクト終了後も種

苗生産農家は運営経費及びその収益を継続的に確保することができる。 

 種苗生産に係る技術的な問題点や需要・販売状況などを情報共有することによって、販

売先の紹介や不足する魚種の売買などの商行為が活性化されると想定される。そのため、

プロジェクトでは種苗生産ネットワークが自発的に運営される仕組みを構築することと

しており、種苗生産活動の継続性につながると考えられる。 

 小規模養殖では、農家の家畜厩肥を利用した施肥技術を基本としている。給餌に頼らな

いプランクトン、植物などを摂る食性の魚種を対象としており、小規模農家でも経済的

資力に頼らず実施できると見込まれる。 

 「NSDP（2009～2013）」では、国民の貧困緩和及び食糧安全保障をめざして、養殖農家

に技術的な支援や種苗の提供などを施すことが強調されていること、また、「カンボジア

水産開発行動計画2010～2012」では、持続可能な養殖及び水産資源開発・保全を通じた

食糧安全保障及び収入創出の強化をめざすこととなっているためプロジェクト終了後も

継続的にカンボジア側による取り組みが行われると考えられる。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

プロジェクトで対象とする4魚種（ハクレン、コイ、プンティウス、ティラピア）のうち、3

種は外来種（ハクレン、コイ、ティラピア）である。メコン河水系のトンレサップ湖は、UNESCO

の生物圏保存地域（Biosphere Reserve）として指定されており、同規模の水系としては世界で最

も魚種の多様性が大きいことで知られている。したがって、トンレサップ湖の生物多様性への

影響に配慮して、外来種を中心とした養殖普及活動を進める本プロジェクトでは、冠水地域9を

避けることとしている。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

類似案件の有無：有 

フェーズ1では、中間評価において、より種苗生産農家を自立発展的にさせていくために、

種苗生産のネットワーク化に活動により注力するべきとの提言がなされている。それを受け

て、フェーズ1の後半ではネットワーク化に資する活動をより意識的に行い、最終的には小規

模農家数が当初想定を上回る成果を上げることとなった。そのため、フェーズ2においては、

フェーズ1で構築されたネットワークを活用するとともに、協力の初期段階よりネットワーク

化の支援、ネットワーク間の交流を深める活動を組み込むこととしている。 

８．今後の評価計画 

2011年2月ごろ ベースライン調査 

2012年12月ごろ 中間レビュー調査団派遣予定 

2014年6月ごろ 終了時評価調査団派遣予定 

2018年 事後評価調査実施予定（協力終了3年後） 

 

                                            
9 冠水地域とは、雨期（5～10 月ごろ）に主にトレンサップ湖から氾濫する湖水により田畑が水で被ってしまう地域を指す。 




